
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れ、これにたいして「いのちのとりで裁判」が提起され、十数年におよぶ審理の結果、国の決定は違法

と、厳しい判決がくだされました。質問では、まず、この判決にたいする政府の不当な対応について質

しました。 

庄本けんじ 
日本共産党市会議員 

活動ニュース 

２０２６年 ６月２７日 

議員控え室 0798-35-3368 携帯 090-6665-9401 

保護制度の大転換を求める 

 「いのちのとりで裁判」の判決は、直接的には、２０１３年から２０１５年のあいだにかけて段階的に生

活扶助の基準を、平均６．５％、最大１０％減額した政府の行為を断罪したものです。しかし、判決の全体

を素直に受け止めるなら、判決は、国がおこなってきた数々の制度改悪の全体に対する批判となりえるもの

です。さらに加えていえば、生活保護制度の削減は、人権侵害に該当する恐れがあると判示したものといえ

るのです。そのことは、結論として、これまで政府がとり続けてきた生活保護制度のあり方を、根本から転

換することを政府に求めた判決だったといえます。政府は、これまでと同じ態度をとることが許されなくな

ったのです。 

 

いのちのとりで裁判＝国の決定は違法 

 庄本けんじ市会議員は、去る６月２２日（月）６月議会で、一般質問

をおこないました。 

 今回は、いのちのとりで裁判の判決をふまえ、生活保護行政のあり方

について質問しました。生活保護制度は、国民の暮らしの水準を決める

基底部分であり土台です。ところが、政府は、制度の改悪を繰り返して

きました。なかでも、２０１３年、生活扶助基準の大幅減額が強行さ

生活保護制度は国民生活を支える基底的土台です＝憲法２５条 

 憲法２５条は、まずは、その第１項で、「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有す

る」と明記しています。そして、その第２項で「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及

び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない」とさだめて、国の義務を明らかにしています。 

 また、生活保護法においては、その第３条で「この法律により保障される最低限度の生活は、健康で文化

的な生活水準を維持することができるものでなければならない」とされています。 

 憲法２５条でも、生活保護法でも、そこに「最低限度の生活」と明記していることの意義は、いうまでも

なく、命をただつなぎとめ、ただ生きているだけ、という生活水準をしめしているのではないはずです。社

会の発展とともに、そこで生み出された文明や文化の成果を、だれもが等しく享受できるような生活水準を

国の責任においてすべての国民に保障するということを憲法２５条は求めている、と理解すべきです。 

いのちのとりで裁判の判決＝在り方の根本的大転換が求められた 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一時扶助は漏れなく支給すべき！ 

伝えたのは「まず、マンション管理人か大家さんに聞いてみてください」と伝えた、とのことだったようで

す。ところが、それが、相談者にとっては、市から「ダメ」といわれたと受け止められていたようです。私

たちに相談がなかったら、そのままあきらめていた可能性があります。 

 支給漏れがないように、対応を改善し、対応の熟度を上げていかなければなりません。また、制度の周知

を抜本的に高めなければなりません。当局は、年に一度、保護利用者宛てに、「生活保護のしおり」を送付

し、その冊子のなかで一時扶助の一部を紹介しているとのことですが、そのような対応だけでは不十分で

す。 

支給漏れは権利侵害 

 やはり、一時扶助の支給漏れはあってはならないこと、そういう立場をすべての職員に徹底されているこ

とがどうしても必要だと思うのです。そのことを基底に据えたうえで、実務上の改善、経験の交流やニアミ

スなどの事例の共有、研修の充実、相談者にとって安心の窓口になってほしいと思うのです。 

 

 一時扶助には、たくさんの種類と項目があります（左図）。生活扶

助で１３項目、教育費では４項目、あと、住宅費、医療費、介護費、

出産費、生業費、葬祭費と、全部で８種類２７項目に及びます。 

 生活保護の「一時扶助」というのは、毎月、定額で支給されている

生活費とは別に、特定の出来事によって一時的に生じる「特別で例外

的な需要」に対応する費用とされています。厚生労働省の通知による

と、「最低生活に必要不可欠な物資を欠いている場合に、特別条件下

での臨時特別の需要に対応するもの」との説明があります。つまり、

通常の生活費では補いきれない「その時、その状況でしか発生しない

必要不可欠な出費」を支援する。そのことによって、受給者が健康で

文化的な最低限度の生活を維持・継続できるようにするための制度

だ、ということです。 

健康で文化的な最低限度の生活を維持するための大切な制度 

 ですから、一時扶助がないとなれば、それこそ、健康で文化的な最

低限度の生活を維持することができなくなる、憲法２５条がしめす権

利が保障されない、別の言い方をすると、権利が侵害されているとい

うことになります。大変重い、権利保障にとって必要不可欠の制度な

わけです。 

 ところが、私たちに寄せられる相談のなかには、そのような制度が

あるとは知らなかった、市に相談したけどダメといわれた、というよ

うな相談が少なからずあります。 

 たとえば、「入院したときのおむつ代が一時扶助の対象になるとい

うことを知らず、受けていなかった、人伝えに知ったけど、いまから

でも支給してもらえるのか」という問い合わせと相談が寄せられまし

た。結果、支給してもらえることになったのですが、その人曰く、言

わなかったら支給してもらえず、大変困ったことになっていた、とい

う感想です。 

 もう一つ、紹介します。先日のことですが、「お家のカギが破損し

た、三万円にもなるので、市に相談したが、ダメだといわれた」とい

う相談でした。市の側にいろいろお聞きしますと、担当者が相談者に


